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事業事前評価表 
１．対象事業名 
ベトナム社会主義共和国：南北海底光ケーブル整備事業 
（貸付契約調印日：2003年 3月 31日、承諾金額：19,497百万円、 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府） 

２．本行が支援することの必要性・妥当性 
ベトナムにおける通信需要は急増しており、固定電話加入者数は 1992年で約

18 万人(普及率 0.3％)であったのに対し、2000 年末では約 256 万人(同 3.3％)
に達している。携帯電話の加入者数も、1994年で約 3,200人程度であったもの
が、2001年末で約 127万人(同 1.7％)に達し、更に 1998年頃に普及し始めたイ
ンターネットの利用者数も、2001年末時点で 25万人(同 0.3％)と急速な増加を
遂げており、既存施設(ハノイ-ホーチミン間の光ファイバー回線 2 ルート)の通
信容量は最大限に使用されている状況である。2010年には固定電話、携帯電話、
インターネット普及率はそれぞれ 8.3％、3.0％、1.2％に達する見込みであり、
今後も急激な需要の伸びが予想されている。これに対し、ベトナム政府は既存
施設の容量増設をもって当面の通信需要に対応する予定であるが、この既存施
設は台風・大雨等の自然災害等のために年間約 20回程度切断されている等、通
信設備の信頼性は低い状況にあり、上記増設によっても信頼性の向上は達成で
きない。このような状況から、通信設備の容量拡大及び信頼性改善は喫緊の課
題となっている。 
本行の海外経済協力業務実施方針では、通信を含む経済インフラを支援重点
分野としている。また、ベトナム政府は、陸上ケーブルに比して自然災害等の
影響を受け難く、急増する通信需要に対応可能な海底光ケーブル建設を国家公
共投資計画の中で通信分野における最優先事業と位置付けており、通信需要へ
の対応及び信頼性向上のために、本事業を支援する意義は大きい。 

    
３．事業の目的等 
ハイフォン～ソックチャン間に約 2,000kmの海底光ファイバーケーブル及び

11 ヶ所の陸揚局等を整備することにより、ベトナムの通信設備の信頼性向上を
図り、通信需要の増加に対応することを目的とする。 

 
４．事業の内容 
(1) 対象地域名   
ベトナム社会主義共和国 (ハイフォン～ソックチャン間) 

(2) 事業概要 
ハイフォン～ソックチャン間において、全長約 2,000km の海底光ファイバー
ケーブル、11 ヶ所の海底ケーブル陸揚局、バックホールシステムを整備する
もの。 

(3) 総事業費 
25,786百万円（うち円借款対象額 19,497百万円） 
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(4) スケジュール 
2003年 4月～2008年 3月予定 

(5) 実施体制 
本 事 業 の 実 施 機 関 は ベ ト ナ ム 郵 電 公 社 (Vietnam Posts and 

Telecommunication Corporation: VNPT)である。VNPT に事業管理部局
（Project Management Unit : PMU）が設置されており、同部門が実質的な
実施主体となる。 
(6) 環境及び社会面の配慮 
(a) 環境配慮 
本事業は、珊瑚礁等の重要生態系に影響を与える可能性があり、本行環境ガ
イドライン(99年 10月版)上 A種に分類される。 
海底光ケーブルは、ルートを適切に選定し(例えば珊瑚礁域を避ける等)、適切

な工法をとる限り、自然環境に与える負荷を最小限に抑えることができる。
VNPTは、環境への負の影響を最小限に抑えるべくベトナム漁業省(Ministry of 
Fisheries) 及 び 天 然 資 源 環 境 省 (Ministry of Natural Resource and 
Environment)と連携を図りつつ、適切にルートを選定し、環境に配慮した工法
をとる予定であり、また、詳細設計段階で海洋環境関連の研究機関や環境 NGO
等の知見を取り込むことで必要な環境対策を講じる予定である。 
(b) 用地取得/住民移転 
ベトナム関連法規に従い、陸揚局建設地及び陸上ケーブル敷設地における

8.5ha の用地取得及び海洋域敷設地(243.2ha)における漁業者に対する補償手続
きが実施される予定。住民移転は発生しない。 
(7) その他特記事項 
工事実施前にベトナム海軍によるケーブル敷設ルートの機雷状況詳細調査が
実施される予定。 
 
５．成果の目標 
(1) 評価指標（運用効果指標） 
 単位 2001年(実績) 2010年(*)(目標) 
長距離電話トラヒック量 百万コール 2,840 8,500 
通話完了率 % 63 68 
障害発生率(年間あたりの
基幹網の通信障害件数) 

件 16 5 

(*)事業完成後 2年 
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(2) 内部収益率 
財務的内部収益率 8.0% 
(a) 便益：海底光ケーブルによる長距離及び国際通信料金収入 
(b) 費用：建設費、維持管理費等 
(c) プロジェクトライフ：20年 
 

６．外部要因リスク 
(1) ベトナム国並びに事業対象周辺地域の経済の停滞／悪化 
(2) 海軍による機雷状況詳細調査の遅延 

 
７．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
過去の類似案件では、事業実施前及び実施中に数回のルート見直し・変更が
行われた結果、スコープ変更、工期延長を招いており、実施機関による十分な
事前調査・検討が必要という教訓を得ている。これを踏まえ、本事業では設計
準備段階において借款資金で雇用されるコンサルタントが海洋調査を実施し、
技術面及び環境配慮の両面から適切なルート選定を行なうこととする。 

 
８．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標 
(a) 長距離電話トラヒック量 (百万コール) 
(b) 通話完了率 (%) 
(c) 障害発生率(年間あたりの基幹網の通信障害件数) (件) 

(2)今後の評価のタイミング 
事業終了後 
 

 


